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新型 コロ ナウ イル ス 感 症 の 感染 急 拡大 が 確認 され た 場合 の 対応 (一 部 改正 ) に つい て 




















今般 、 国 の 事務 連絡 (1 月 28 日 付け ) に より 、 オ ミク ロン 株 に よる 感染 急 拡大 が 確認 され た 場合 の 
対応 と し て 、 濃 厚 接触 者 の 待機 期間 及び 無 症状 患者 の 療養 解除 基準 が 、 そ れ ぞ れ 10 日 間 か ら 7 日 間 に 
変更 され まし た 。 こ れ に 伴い 、 本 県 に お いて も 、 同 事務 連絡 を 踏ま えて 対応 し て いま す 。 























1 厚生 労働 省 事務 連絡 (一 部 改正 ) の 概要 


(1) 濃厚 接触 者 の 待機 期間 に つい て 、 原 則 、 7 日 間 で 8 日 目 に 解除 
(改正 前 : 原則 10 日 間 。 デ ル タ 株 の 場合 は 、 原 則 14 日 間 ) 
(2) 社会 機能 維持 者 (※ 下 記 参 照 ) の 方 は 、 事業 者 の 費用 負担 (自費 検査 ) に より 4 日 目 及び 5 日 目 
の 抗原 検査 に より 陰性 確認 後 、5 日 目 に 解除 
(改正 前 : P CR 検査 等 に より 7 に 解除 ) 
(3) た だ し 、10 日 間 を 経過 する まで は 、 検 温 な ど 自 身 に よる 健康 状態 の 確認 等 を 要請 
(4) 無 症 状 患 者 ( 無 症 状 病原 体 保有 者 ) の 療養 解除 基準 に つい て も 、 検 体 採取 日 か ら 「7 日 間 」 を 経 
過 し た 場合 に は 療養 解除 可能 (濃厚 接触 者 と 同様 、10 日 間 を 経過 する まで は 、 検温 な ど 自 身 に よる 
健康 状態 の 確認 等 を 要請 ) 
(5) 今回 見 直し に つい て は 、 1 月 28 日 より 適用 (同日 時 点 で 濃厚 接触 者 で ある 者 や 療養 中 で ある 和 無 
症状 患者 に も 適用 ) 


















































































































































































































































2 社会 機能 維持 者 に つい て 


国 の 「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 対策 の 基本 的 対処 方 針 」 に 掲げ る 事業 の 継続 が 求め られ る 事業 者 
に 従事 する 者 。 




















1 医療 関係 者 
病院 、 薬 局 、 医 薬品 等 製造 販売 な ど 

2 高齢 者 等 生活 支援 関係 者 
介護 老人 福祉 施設 、 障 三才 施設 等 の 従事 者 、 必 要 な 物資 等 に 係る 事業 者 な ど 

3 必要 最低 限 の 生活 を 送る た め に 不可 欠 な サー ビス 提供 事業 者 

イン フラ 運営 、 飲 食料 品 供給 、 生 活 必需 物資 供給 ・ 小 売 、 ご み 処 理 関係 な ど 

4 企業 活動 を 維持 する た め に 不可 欠 な サー ビス 提供 事業 者 | 

金融 、 物 流 ・ 運 送 、 国 防 、 治 安 維 持 、 社 会 基盤 整 備 、 行 政 サ ービス 、 育 児 サ ービス な ど | 








































































































